
再エネ100チャレンジ工業団地等形成支援事業補助金
コロナ禍における原油価格・物価高騰等に直面する事業者を支援します。

申 請 （ 応 募 ） 期 間

令和 4 年 9 月 1 日 ～ ９ 月 30 日

申 請 受 付 ・ お 問 い 合 わ せ

FAX 096-384-1760TEL 096-333-2320

事業者の皆様の再生可能エネルギーの利用を後押しするため、分散型エネルギーシステムによりエネルギーを生産し、そのエネ
ルギーの共同利用を行う取組みを支援します。

補 助 率 ・ 補 助 額

分散型電源

補助率 1/2以内

1事業者あたり

上限 1,000万円

エネルギーを効率的に共同利用するための設備

EMS設備

補助率 1/2以内

補助率 1/2以内

1事業者あたり

上限 1,000万円

エネルギーの共同利用1件あたり

上限 1,000万円

補助率 2/3以内 に優遇！

参加（予定）企業は

※中小企業や自治体等の団体が使用電力を100％
再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、
再生可能エネルギー100％利用を促進する取組み。
熊本県は2019年12月からアンバサダー団体として
参加しています。

熊本県ホームぺージ
熊本県 再エネ設備補助金 検 索

要 件 ・ 対 象 設 備
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多様な分散型エネルギーシステムによりエネルギーを生産し、そのエネルギーの共同利用を行うための設備
等の整備や設置を行う【別表】の事業であって、次の から の要件に適合するものに助成します。

【別表】に掲げる設備（以下「補助対象設備」という。）

の導入に係る設計又は設置を行うこと。

補助対象設備は全て未使用品であること。

エネルギーの共同利用者以外に売電を行わ
ないこと。

工業団地等エリア内での

エネルギー利用

１ 分散型電源
（太陽光・蓄電池・ガスコジェネ等）

２ エネルギーを効率的に

共同利用するための設備
（自営線・熱導管等）

３ ＥＭＳ設備
（マネジメントに必要なハードウェア等）

平常時：再生可能エネルギーを効率よく利用

非常時：送配電ネットワークから独立し、エリア内でエネルギーの自給自足を行う

災害時にも機能維持 既存配電線の活用等により周辺施設への貢献も可能に

×
大規模停電時

に遮断
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熊本県 エネルギー政策課 再エネ設備補助金担当

【別表】

太陽光発電設備においては、補助率 1/2以内 又は 出力に1ｋＷ
あたり補助金額13万円を乗じて得た金額のいずれか少ない金額

太陽光発電設備においては、補助率 2/3以内
又は 出力に1ｋＷあたり補助金額17万円を乗じて得た金額の
いずれか少ない金額

分散型電源

補助対象設備 内容 補助対象経費

太陽光発電設備、その他付帯設備

太陽熱等の再生可能エネルギー熱利用

設備、工場廃熱等の未利用エネルギー

熱利用設備、蓄電池、蓄熱設備、ガス

コージェネレーションシステム（停電対応

型）、燃料電池（熱電併給型）、その

他付帯設備

２エネルギーを

   効率的に共同

   利用するため

   の設備

電力自営線、熱導管、その他付帯設備

３ＥＭＳ設備

エネルギーマネジメントに必要なハードウェ

ア等の設備（発電量その他のデータに基

づく需給調整の制御に不可欠な本体機

器、計測装置、監視制御装置、通信装

置、モニター装置、調整用蓄電池）及び

その他付帯設備

・補助対象設備

についての設計

に要する経費

・補助対象設備

の購入に要する

経費

・補助対象事業

の実施に不可

欠な工事に要す

る経費

※国や市町村の補

助金を受ける場合

は、当該補助金のう

ち、補助対象経費

に係る補助金額を

控除するものとしま

す。

１分散型電源


